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3　節目の公共哲学研究
　今年は『公共研究』創刊号刊行（2004 年）から 10 年であるとともに、日
本の公共哲学プロジェクト全体にとってはその出発（1998 年）から 16 年で
あり、『公共哲学』シリーズ刊行開始（2001 年）から 13 年にあたる。日本の
公共哲学プロジェクト全体にとっても、大きな節目を迎えているように思われ
るので、本稿では公共哲学プロジェクト全体を視野に入れつつ、千葉大学の公
共哲学プロジェクトに焦点を当てて、それらのいわば来し方行く末を考えてみ
ることにしよう。
　日本の公共哲学プロジェクトは、主として京都・大阪などにある将来世代国
際財団や京都フォーラム、そしてそれらと不可分の関係にある将来世代総合研
究所によって開始された。韓国から来た金泰昌（研究所長）が、この知的な創
始者であり、主導者であった。このプロジェクトは 1998 年における公共哲学
共同研究会の開始から始まると考えられるが、2003 年から発行されてきた新
聞「公共的良識人」が 2012 年に 253 号で終了した。
　プロジェクト開始の 1998 年から数えると、ちょうど 15 年間もの間、こ
のプロジェクトは持続したことになる。このプロジェクトを以下では「京都
（フォーラム）公共哲学プロジェクト」と呼ぶことにしよう。東京大学出版
会から刊行された『公共哲学』全 20 巻（第 1 期・第 2 期・第 3 期、2001 年
-2006 年）は、その代表的な成果である。
　山脇直司（東京大学名誉教授）や稲垣久和（東京基督教大学教授）などは、
もともと公共哲学という考え方に着目していたものの、この京都公共哲学プロ
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ジェクトに刺激されて公共哲学研究を精力的に進めた。このプロジェクトに刺
激されて、その研究会に招聘された他の研究者達もそれぞれの形で公共哲学を
学問的に展開していった。様々な大学に属する研究者が一種の大学間の知的な
ネットワークを形成して推進したので、これを「大学間公共哲学プロジェクト」
と呼ぶこともできるだろう。
　哲学者・山脇直司（以下、敬称略）や社会学者・今田高俊（東京工業大学教
授）らがこの中心であり、東京大学出版会から刊行された公共哲学叢書は、そ
の成果の 1 つである。たとえば山脇直司の『公共哲学とは何か』（ちくま新書、
2004 年）や『グローカル公共哲学――「活私開公」のビジョンのために』（公
共哲学叢書 5、東京大学出版会、2005 年）はその代表的な著作であり、山脇
のグローカル公共哲学は、大学間公共哲学のいわば範型的な議論だと言えよう。
　ただ、大学間公共哲学プロジェクトを牽引してきた山脇直司・今田高俊といっ
た中心的研究者や、宮本久雄（東京大学名誉教授、上智大学教授）といった研
究者たちがこの 2-3 年間で定年などにより次々とそれまでの勤務校を退きつつ
ある。これらの研究者はその後も研究や活動を継続し今後も実り多い成果が期
待されるものの、ここが公共哲学という知的運動の一つの節目になることは確
かだろう。ある意味では、日本における公共哲学研究の最初の時代が終了しつ
つあるのかもしれない。
　そして、筆者は公共哲学と密接な関係にあるコミュニタリアニズムに関して、
一昨年と昨年末に菊池理夫と共に『コミュニタリアニズムのフロンティア』『コ
ミュニタリアニズムの世界』（いずれも勁草書房、2012 年、2013 年）を編集
して刊行した。これらのプロジェクトは 2001 年に企画されたものだから、足
掛け 13 年にわたるプロジェクトが完結したことになる。
　そこで、このような節目の時期にあたり、公共哲学プロジェクトのこれまで
の成果を概観して総括し、今後の課題や展望についても簡単に示唆することに
したい。なお、『コミュニタリアニズムの世界』の第 4 章「日米の公共哲学と
民主政――コミュニタリアニズム的共和主義をめぐって」では、筆者の公共哲
学についての考え方や、コミュニタリアニズムと公共哲学、そして日本の公共
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哲学プロジェクトと海外の公共哲学の概念との関係を略述しているので、本稿
はそれを前提としている。
　そして、以下の公共哲学という用語は、主として日本における公共哲学プロ
ジェクトを意味している。この公共哲学プロジェクトは、京都公共哲学プロジェ
クト、大学間公共哲学プロジェクトと、さらに以下で述べる千葉大学の公共哲
学プロジェクトを含んでいる。これらを総称して「日本公共哲学プロジェクト」
と呼ぶことにしよう。
　千葉大学公共哲学プロジェクト
　公共哲学という概念は、日本では京都公共哲学プロジェクトによって知られ
るようになったが、そこにはこのプロジェクトの独自の意味が与えられており、
海外の公共哲学の概念やイメージとは完全には同一ではない。そこで、公共哲
学を広く世界的に考えるためには、この双方を射程に入れる必要がある。前掲
の第 4 章「日米の公共哲学と民主政」では、特にアメリカにおける公共哲学
と日本の京都公共哲学プロジェクトにおける公共哲学を中心にして、その双方
の展開や性格を説明し、日米の公共哲学の対話についても述べた。
　京都公共哲学プロジェクトの重点は、学際的研究会で「活私開公」をはじめ
とする思想的方向性を示し、政治・経済・社会などの公共世界に向かうべき実
践的指針を示すところにあった。だから、その著作や刊行物は学問的にも重要
な示唆を含んでいたが、対話的な議論を主軸としているためもあって、学術論
文のように学問的に洗練された精緻な議論にはなっていないものが多い。そこ
で、大学間公共哲学プロジェクトは、京都公共哲学プロジェクトとも連携しつ
つ、より精緻な学問的な展開を図った。
　「学際性、実践性、対話性、精神性」といった公共哲学プロジェクトの性格は、
京都公共哲学プロジェクトと大学間公共哲学プロジェクトとに共通するもので
ある。
　筆者が 9・11 の衝撃のもとで山脇直司らの協力のもとで発足させた公共哲
学ネットワークや、さらにイラク戦争の危機を前にして千葉眞（国際基督教大
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学教授）・鎌田東二（武蔵丘短期大学・当時、現・京都大学教授）らと発足さ
せた地球平和公共ネットワークは、この内の実践性を展開させたものである。
これらは、大学間の研究者における学際的連携を軸にしながら、研究者と市民
との連携も作ることを目指している。そこで、双方が加わってメーリング・リ
ストを形成し、継続的に様々な研究会（対話研究会・平和公共哲学研究会など）、
セミナー、シンポジウムなどを行ってきた。
　千葉大学における公共哲学研究の出発点は、筆者が研究代表者だった平成
13-16 年度の文部科学省科学研究費補助金・基盤研究「日本における公共哲学
の構築のための包括的研究――地球的公共哲学ネットワーク形成に向けて」（山
脇直司、今田高俊、黒住真、足立幸男、藪野祐三、関谷昇ら）にある。これは
正しく大学間公共哲学プロジェクトであり、このような大学間ネットワークの
中から公共哲学ネットワークが生まれてきたのである。その運営を担うために
も、公共哲学センターが 2003 年に法経学部附置センターとして発足し、公共
哲学ネットワークなどの運営を担った。
　そして、千葉大学における公共研究は、千葉大学人文社会科学研究科（以下、
人社研と略）における 21 世紀 COE プロジェクト「持続可能な福祉社会に向
けた公共研究拠点」（2004-2008 年度、本誌の倉阪論稿参照）のもとで、公共
哲学と実証的な政策研究とを媒介する新しい学問の試みとして始まった。その
センターとして「公共研究センター」が設立された。これは、「（千葉）公共研
究プロジェクト」と呼ぶことができよう。
　このプロジェクトでは、公共研究の思想的基礎として公共哲学が位置づけら
れ、個別推進プロジェクトの 1 つとして公共研究プロジェクトが置かれ、筆
者がその主担当者となった。そこで、千葉大学の公共哲学のプロジェクトはこ
の枠組みの中で推進されるようになり、公共哲学センターが公共研究センター
の中に位置づけられて、今日まで持続してきたのである。
　筆者は、京都公共哲学プロジェクトにも大学間公共哲学プロジェクトにも関
わっていたので、これらの主たる考え方を共有しており、たとえば COE 発足
のシンポジウムでも山脇直司に基調講演を依頼し、その「公共哲学とは何か」
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が『公共研究』創刊号（2004 年 9 月）に掲載されている1。そこで、千葉大学
公共哲学プロジェクトも「学際性、実践性、対話性、精神性」という性格を持っ
ている。そして、公共哲学センターは、研究者と市民との媒介という COE の
理念に基づいて、先述の公共哲学ネットワークなどの運用も担っている。
　この千葉大学における公共哲学プロジェクトは「千葉大学公共哲学プロジェ
クト」と呼ぶことができよう。千葉大学法経学部やそれに関連する大学院で
は「公共哲学」の講義や演習が開講された。そして、本誌倉阪論稿で説明され
ているように、千葉大学人文社会科学研究科への組織改編（2006 年）におい
て、学際的な「公共研究専攻」がこの研究科の中心的な専攻として発足し、公
共学という学位を認定することができるようになった。これは、日本のみなら
ず、世界においても、ユニークな極めて特色ある学問的な試みである。
　COE プロジェクトとしての成果は広井良典・小林正弥編『コミュニティ
―公共性・コモンズ・コミュニタリアニズム』（2010 年）に始まる「持続可
能な福祉社会へ　公共性の視座から」という勁草書房からの 4 巻のシリーズや、
『公共研究』（2004 年-2009 年は季刊、年 4 回発行）や International Journal 
of Public Affairs（vol.1-5、2005-2009 年）の特集などにまとめられている。
特に『公共研究』第 5 巻第 4 号（2009 年 3 月）には、特集「COE 個別推進
プロジェクトの総括」があり、筆者も「公共研究プロジェクト」についてまと
めているので、この段階までのものについてはそれを御覧いただきたい2。
　海外研究者との連携の成果として、特に International Journal of Public 
Affairs の vol.2 と vol.3 は、シンポジウム「ケンブリッジ・モーメント――美
徳、歴史、そして公共哲学」の報告が含まれている特集があり、J.G.A. ポーコッ
ク（ジョン・ホプキンス大学名誉教授）やコナル・コンドレン（ニューサウス
ウェールズ大学名誉教授）などの論文が収められているので極めて学術的価値
が高く、おそらくそのためもあってこの雑誌は海外の大学からも時に寄贈の依
頼が来る。公共研究センターないし地球環境福祉研究センターは、COE の時
1 山脇直司「公共哲学とは何か」『公共研究』1:29-46
2 小林正弥「公共研究プロジェクト」『公共研究』4:14-20
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期から 2013 年度まで蔡孟翰（千葉大学人社研特任准教授）や松野弘（千葉大
学人社研教授・当時）の尽力によって、ジョン・ダン（ケンブリッジ大学名誉
教授）、イーストヴァン・ホント（ケンブリッジ大学リーダー）、アンドレイ・
サヴィン（コペンハーゲン・ビジネススクール准教授）、ロビン・エッカースレー
（メルボルン大学教授）、ジョン・バリー（クイーンズ大学ベルファスト上級准
教授）をはじめ多くの海外の著名研究者に千葉大学人文社会科学研究科の客員
教授になっていただき、連携を行っていた。
　また、2009 年には COE プロジェクトのシンポジウムとしてマイケル・サ
ンデル（ハーバード大学教授）を招聘して「グローバルな時代における公共哲
学――マイケル・サンデル教授を迎えて」を開催した。これが導火線となり、
ＮＨＫで放映されたハーバード白熱教室を契機にして、後述のようなコミュニ
タリアニズム研究が一気に社会的な注目を集めるようになったわけである。
　公共哲学プロジェクトの成果は、『公共研究』をはじめ前述の COE 関連の
出版物の他、様々な著作や論文としても公表されてきた。筆者が関わった著作
の中では、公共哲学ネットワーク編『地球的平和の公共哲学――「反テロ」世
界戦争に抗して』（公共哲学叢書 3、東京大学出版会、2003 年）、小林正弥編
『戦争批判の公共哲学――「反テロ」世界戦争における法と政治』（勁草書房、
2003 年）、『丸山眞男論――主体的作為、ファシズム、市民社会』（公共哲学叢
書 2、東京大学出版会、2003 年、韓国語翻訳あり）は、千葉大学で行われた
シンポジウムや研究会の報告を起点にしている。また、千葉眞・小林正弥編『平
和憲法と公共哲学』（晃洋書房、2007 年、中国語翻訳あり）は、国際基督教大
学の COE プログラム「『平和・安全・共生』研究教育の形成と課題」と千葉
大学の COE プログラムとが連携したシンポジウムの成果である。
　また、マイケル・サンデル『民主政の不満――公共哲学を求めるアメリカ』
の上巻「手続き的共和国の憲法」（金原恭子・小林正弥監訳、勁草書房、2010
年）や下巻「公民性の政治経済」（小林正弥監訳、勁草書房、2011 年）はいず
れも千葉大学人文社会科学研究科公共哲学センター訳であり、アミタイ・エツィ
オーニ『ネクスト』（小林正弥監訳、麗澤大学出版会、2005 年）も公共哲学セ
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ンター訳である。金原恭子（千葉大学大学院専門法務研究科教授）は公共哲学
センターの副センター長であり、『民主政の不満』の訳文を丁寧にチェックし
て名訳に仕上げてくれた。また『ネクスト』は吉永明弘（千葉大学人文社会科
学研究科博士課程・当時、現・江戸川大学社会学部講師）が中心となって翻訳
した作品である。これらは筆者の主導のもとで、千葉大学公共哲学センターに
おいて編集したり刊行したりしたものである。
　さらに、ジョン・グレイ『自由主義の 2 つの顔――価値多元主義と共生の
政治哲学』（松野弘監訳、ミネルヴァ書房、2006 年）では、宮﨑文彦（COE フェ
ロー・当時、現・千葉大学法経学部非常勤講師、人社研特別研究員）・伊丹謙
太郎（東京工業大学博士課程在学中・当時、現・千葉大学人社研特別研究員）
が翻訳を行い、筆者が宮﨑と共にその「解説」を執筆した。
　主題別・分野別展開とコミュニタリアニズム的公共哲学
　これらの研究は、大学間公共哲学プロジェクトと連動しており、その一翼を
なす。京都公共哲学プロジェクトの『公共哲学』シリーズや、山脇直司らの代
表的著作がその原点にあるので、山脇らの思想は公共哲学プロジェクトの原論
のような位置を占めると言えよう。
　これを学問的にさらに展開させるために、筆者は次の二つの方向性を考えて
いた3。これらは、いわば原論に対して、いわば各論のような位置を占めると
言えよう。
　第 1 に、平和・福祉・環境といった重要な主題や領域に即して、公共哲学
の考え方を展開することである。これを「主題別公共哲学」と呼ぶことができ
よう。このような公共哲学を「平和公共哲学」「福祉公共哲学」「環境公共哲学」
「宗教（スピリチュアリティ）公共哲学」などと呼んできた。
　たとえば、前述の『地球的平和の公共哲学』や『戦争批判の公共哲学』、そ
して『平和憲法と公共哲学』は、平和公共哲学の作品である。筆者の『非戦の
3 小林正弥「公共哲学と公共研究――学問的ルネッサンスに向けて」『学術の動向』
2006 年 7 月号、42-47 頁など。
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哲学』（ちくま新書、2003 年）もこれと関係する。
　そして、塩野谷祐一・鈴村興太郎・後藤玲子編『福祉の公共哲学』（公共
哲学叢書 5、東京大学出版会、2004 年）や稲垣久和の『公共福祉という試
み――福祉国家から福祉社会へ』（中央法規、2010 年）などは福祉公共哲学の
著作である。たとえば、水島治郎の『反転する福祉国家――オランダモデルの
光と影』（岩波書店、2012 年、第 15 回「損保ジャパン記念財団賞」受賞）な
どは、このような学際的研究にも刺激されて生まれた著作と言えるだろう。
　環境公共哲学に関しては、『公共研究』第 3 巻第 2 号（2006 年 9 月）で「風
土論・環境倫理・公共性」という特集を組み、オギュスタン・ベルク（国際日
本文化研究センター客員研究員）「風土性に立った倫理と公共性」や鬼頭秀一（東
京大学教授）「環境倫理における風土性の検討」、さらに後に滋賀県知事になっ
た嘉田由紀子（京都精華大学人文学部教授・当時）の「水辺は誰のものか――
『公』『共』『私』、多層的な所有論を国際比較から考える」などが掲載されてい
る。また、『公共研究』第 4 巻第 2 号（2007 年 9 月）では「文明論・環境倫理・
公共哲学」において今道友信（東京大学名誉教授／哲学美学比較研究国際セン
ター所長・当時）「エコエティカと文明」や伊東俊太郎（東京大学名誉教授／
国際日本文化研究センター名誉教授）「環境問題と科学文明」が収録されている。
　さらに、『公共研究』第 5 巻第 3 号（2008 年 12 月）では環境思想国際シン
ポジウム「地球的環境危機に対する国際的提言――環境思想とその公共哲学」
に関する資料が掲載され、ジョン・バリー、ロビン・エッカースレーといった
千葉大学人社研・客員教授の提言や筆者の「地球人類危機としてのグローバル
公害問題――北東アジアのエコ・コミュニタリアニズムと中国水汚染」や松野
弘の「グローバルな環境問題に対応していくための戦略的な提言の考え方」が
収録されている。
　また、宗教公共哲学としては、稲垣久和の『宗教と公共哲学――生活世界と
スピリチュアリティ』（公共哲学叢書 6、東京大学出版会、2008 年）が、その
代表的な作品として上げられる。また、『公共研究』第 3 巻第 1 号（2006 年 6 月）
では「スピリチュアリティと平和」という特集を組んで、筆者の「公共的霊性
11
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と地球的平和――新しい平和運動の構築を求めて」や鎌田東二（京都造形芸術
大学芸術学部教授・当時、現・京都大学教授）の「『日本的霊性』を問い直す」
などの論稿が収録されているし、筆者が深く関わった日本平和学会編『スピリ
チュアリティと平和』（早稲田大学出版部、2007 年）もスピリチュアリティ公
共哲学に関連が深いと言えよう。
　第 2 に、哲学・倫理学・政治学・経済学などの関連分野で、公共哲学の視
点を取り入れた研究を展開することである。これは、実証研究とも連動しうる
ので、「公共研究」ないし「公共学」であり、各分野におけるその展開は「分
野別公共研究（公共学）」と言うことができるだろう。たとえば、政治学では「公
共政治学」を展開することが考えられる。
　山脇直司・押村高編『アクセス公共学』（日本経済評論社、2010 年）は、こ
のような方向性を持っていて多様な主題・分野についての公共学の展開が含ま
れている。特に筆者の執筆した第 1 章「日本政治の公共学」は、そのような
問題意識のもとに書かれた自覚的な公共学の試みである。また、筆者は関わっ
ていないが、「公共社会学」も、一定程度は類似した問題意識を持っていると
考えられる。
　また、千葉大学における公共哲学プロジェクトの特色としては、コミュニタ
リアニズムの影響が強いことが挙げられよう。前掲拙稿「日米の公共哲学と民
主政」で述べたように、京都公共哲学プロジェクトとサンデルやテイラーらの
コミュニタリアニズムとの間には一定の緊張関係が存在し、大学間公共哲学プ
ロジェクトでも明示的にコミュニタリアニズムの立場に立つ研究者が多いわけ
ではない。
　そのような状況の中で、千葉大学公共哲学プロジェクトでは筆者の影響のも
とで、若手研究者を中心に「コミュニタリアン・プロジェクト」を発足させて、
コミュニタリアニズム的公共哲学の研究を積極的に推進することにした。その
プロジェクトの中には、千葉大学に在籍する若手研究者だけではなく、尾形
健（現・同志社大学教授）のようにかつて千葉大学の大学院（修士課程）に所
属していた研究者も含まれていた。また、チャールズ・テイラー研究における
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先駆的業績を刊行した中野剛充（2013 年没）や坂口緑（現、明治学院大学社
会学部准教授）といったように、千葉大学の大学院には所属していなかった若
手研究者も加わっており、時に中野らは人社研の特別研究員となってこのプロ
ジェクトの研究会や会合などに参加した。
　そして、このプロジェクトでは前述のマイケル・サンデル『民主政の不満』（上・
下）やエツィオーニの『ネクスト』などの翻訳、そして『コミュニタリアニズ
ムのフロンティア』や『コミュニタリアニズムの世界』の刊行などを 2001 年
頃から企画した。公共哲学センターの発足以降は、そこで推進してきた。
　そして、日本におけるコミュニタリアニズムの稀有な研究者として菊池理夫
（南山大学法学部教授）や青木孝平（鈴鹿医療科学大学教授）をセミナーなど
に迎えて議論を行い、協力して頂きながらプロジェクトの推進を図った。『公
共研究』第 5 巻第 4 号（2009 年 3 月）で「コミュニタリアニズムの可能性」
という特集を組み、菊池理夫の「現代コミュニタリアニズム入門――共通善の
政治学・政策科学」や辻康夫（北海道大学大学院法学研究科教授）の「チャー
ルズ・テイラーの何を論じるべきか」が収録されている。
　また、菊池には前掲『コミュニティ』に第 4 章「日本におけるコミュニタ
リアニズムの可能性」を寄稿していただいた。さらに筆者は菊池とその後に密
接に協力して『コミュニタリアニズムのフロンティア』や『コミュニタリアニ
ズムの世界』を共同して編集した。これらの作品は、このセンターの公共哲学
プロジェクトの思想的成果を明らかにするものと言えよう。
　なお、『コミュニタリアニズムのフロンティア』では、日本における公共
哲学の先駆者として、南原繁（第 11 章、栩木憲一郎）や賀川豊彦（第 12 章、
伊丹謙太郎）を取り上げている。そして、これらの思想家の重要性に鑑みて、
公共哲学ネットワークは毎年、南原繁研究会の開催するシンポジウムを後援し
て、現在は公共哲学センターがその事務局を担っているし、賀川関係のイベン
トには公共哲学センターとして様々な形で協力している。
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　プロジェクトの組織的発展と教育
　組織的にも、COE プロジェクトは環境と福祉を統合的に考えることを目指
していたが、2006 年には、地球福祉研究センターが設立され、世界の貧困問
題を地球的福祉問題として考えるという視点で研究が開始された。千葉大学で
は 2006 年に世界の貧困解決を目指すホワイトバンド・プロジェクトと連携し
て講義が行われ、それを基礎にして小林正弥・上村雄彦編『世界の貧困問題を
いかに解決できるか――「ホワイトバンド」の取り組みを事例として』（現代
図書、2007 年）という著作が刊行された。また、幾つかの国際シンポジウム
やセミナーを開催し、International Journal of Public Affairs の vol.2 の特集
「世界の貧困と地球的福祉」や『公共研究』にその成果を公表ないし報告した。
たとえば『公共研究』第 4 巻第 3 号（2007 年 12 月）には、第 2 回シンポジ
ウムの報告として小松優香（人社研特別研究員・当時、現・筑波大学准教授）「グ
ローバル・ガヴァナンスと地球的福祉の検討」が掲載されている4。
　そして、COE プロジェクトによって設立された公共研究センターは、2010
年に世界の地球福祉研究センターと合併して地球環境福祉研究センタ （ー通称・
公共研究センター、センター長：小林正弥）として発展し、公共哲学センター
はそのサブ・センターとして位置づけられている。このような中で、福祉・環
境、そして平和について公共研究が推進されていたのである。
　このような体制のもとで、若手研究者も公共哲学や公共研究の観点を取り入
れた論文を執筆し、学位を取得したり就職したりして研究職を歩む者も少なく
はない。先述の『コミュニタリアニズムのフロンティア』や『コミュニタリア
ニズムの世界』には、大学院生も含め、そのような若手研究者の論文も多々収
録されている5。
　たとえば、吉永明弘は、『都市の環境倫理―― 持続可能性、都市における自然、
4 小松優香「グローバル・ガヴァナンスと地球的福祉の検討」『公共研究』4（3）:159-173
5 本文に挙げた者の他、福原正人（第 2 章、修士課程）、妻鹿ふみこ（第 8 章、現・
東海大学教授、博士課程）、宮田裕行（第 14 章、博士課程）は人社研に在籍ないし
所属したことがある。
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アメニティ』（勁草書房、2014 年）を公刊した。これは、公共哲学の概念を本
格的に用いたという点でおそらく初めての博士論文を基にした著作であり、「環
境公共哲学」の重要な成果と言えよう。また COE フェローだった上村雄彦（現・
横浜市立大学教授）は、『グローバル・タックスの可能性――持続可能な福祉
社会のガヴァナンスをめざして』（ミネルヴァ書房、2009 年）を公刊している。
これは、COE プロジェクトや地球福祉研究センターの成果に立脚して執筆し
た博士論文を基にしており、前述の「市場、政府、コミュニティ」という分析
枠組みを国際的に適用している。
　また、同じく COE フェローだった宮﨑文彦は公共哲学と行政学との架橋を
目指して、『公共研究』所収の諸論文などでいわば「公共行政学」の試みを行っ
ており6、「『新しい公共』における行政の役割とデモクラシーの理想――公共
哲学アプローチによる政策研究と現代共和主義理論の架橋」で論文博士として
は最初の公共学博士号を取得した。さらに、木下征彦（現：高崎商科大学専任
講師）はコミュニティの概念に注目しながら公共哲学の観点から社会学的研究
との架橋を行っている。
　このように、千葉大学公共哲学プロジェクトの刺激を受けて、若手研究者も
次々と育ちつつある。おそらく公共哲学ないし公共研究のプログラムがなけれ
ば、このような教育的成果はあげられなかっただろう。京都公共哲学プロジェ
クトでは世代間関係が重視されジェネラティヴィティ（世代継承生成性）の概
念が開拓されたが、学問や研究の世代継承にはやはり大学という教育機関は大
きな役割を果たす。また、このような研究者育成を可能にしたものとして、大
学院の前・後期課程とともに、地球環境福祉研究センターなどのセンターが大
きな役割を果たし、COE フェローや人社研特別研究員という制度や資格の存
在が重要な意味を持っていることに注意を促しておきたい。
　このような研究教育の両面における成果に支えられて、地球環境福祉研究セ
ンターは 2012 年から人文社会科学研究科の社会科学分野における中心的セン
6 宮﨑文彦「公共哲学」藤井浩司・縣公一郎編『コレーク行政学』（成文堂、2007 年）、
193-220
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ターとして、教育活動（センター主催型プロジェクト）も担うこととなり、そ
の中心的研究教育拠点として位置づけられるに至った。現在は、6 部門（公共
哲学部門、福祉環境研究部門、公共エネルギー研究部門、グローバルガバナン
ス部門、国際交流研究部門、企業と社会研究部門）と各部門に対応する幾つか
のサブ・センター（公共哲学センター、福祉環境交流センター、APEC 研究
センター、CSR 研究センター）とから成っている。
　このセンターは、『公共研究』を 2010 年からは年 1 回となりつつも継続的
に刊行し続けてきて、千葉大学における公共研究の継続的展開を支えている。
また、マイケル・サンデルのハーバード白熱教室が注目されてから筆者は、千
葉大学で対話型講義を開始し、さらにハーバード大学のスタイルを導入して講
義とゼミとの連携を発展させた。
　その対話型講義の内容については、『コミュニタリアニズムの世界』第 7 章
に小林正弥・宮﨑文彦「対話型講義による新しい哲学と教育――万人の愛智と
日本における展開」で詳しく説明した。『公共研究』でも第 9 巻第 1 号（2013
年 3 月）で「対話型講義をめぐって」という特集を組み、筆者の「『日本の白
熱教室』の可能性」や宇佐美誠（東京工業大学教授、現・京都大学大学院教授）
の「講義改革――討論型授業という試み」が掲載されている。
　千葉大学法経学部（2014 年度からは法政経学部）の「政治哲学」や「公共哲学」、
そして「基礎ゼミ」などで、人文社会科学研究科特別研究員ないし非常勤講
師（宮﨑文彦・木下征彦など）や大学院生のティーチング・アシスタントが協
力して、対話型講義のチームを形成している。そして、これらの若手研究者が、
講義と連動する演習を非常勤講師として指導を担当するなど、教育と研究を有
機的に連動させている。この連携も、地球環境福祉研究センターにおける公共
哲学センターの活動であり、対話型講義のスタッフで行われるティーチング・
フェロー会議もこのセンターで毎週、講義の後に行われている。博士課程の大
学院生もこのチームに加わっており、学部生の教育に関わることによってその
訓練も行っている。
　また、民主党政権下で注目された熟議民主主義の考え方も対話的アプローチ
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という点で深く関連しており、公共哲学センターではこのようなアプローチも
推進してきた。逆に言えば、地球環境福祉研究センターないし公共哲学センター
が活動していたからこそ、サンデル旋風が起こってから、私たちはすぐに対話
型講義や対話的アプローチを素早く積極的に推進することができた、と言えよう。
　さらに、本誌の倉阪論稿で詳しく説明されているように、2014 年からは、
地球環境福祉研究センター内部に公共学会の事務局が置かれ、『公共研究』を
新たな形で編集・推進していくことになった。
　学問教育改革と公共世界
　公共哲学は、学問を学際的で実践的に有意義なものにするという点で「学問
の構造改革」（山脇直司）という壮大な目的を掲げており、COE プロジェクト
でも、『公共研究』創刊号（第 1 巻第 1 号、2004 年 12 月）で筆者が「学問改
革への挑戦――友愛公共世界形成のため」などで述べたように、研究者と市民
とを媒介するという学際的・実践的な「学問改革」ないし「学問的ルネッサン
ス」の理想を掲げていた。そして、前掲「対話型講義による新しい哲学と教育」
で述べたように、対話型講義という「教育改革」も推進することによって、「学
問教育改革」を目指している。
　そして、公共哲学が公共哲学である以上、それは公共世界の改善に寄与すべ
きものだった。特に、京都公共哲学プロジェクトが開始されたのは、第 1 次
安倍内閣に典型的に現れているように新国家主義が強力になってきた時であり、
公共哲学プロジェクトでは、「国家≒官≒公」と区別して、「民の公共」の重要
性を主張したのだった。そして、公共哲学ネットワークや地球平和公共ネット
ワークはアフガニスタン戦争やイラク戦争の危険に対して作られた。だから、
これらのプロジェクトにおいては右翼的な国家主義や世界的な戦争の脅威に対
して、市民による公共世界や平和を実現しようという志向性が強かった。
　こういった学問改革や政治経済の改革に向けての試みは、現時点で振り返っ
てみれば、成功して成果をあげた面がある一方で、必ずしもそう言って喜べな
いところもある。学問改革という点では、千葉大学の公共研究専攻ほどではな
17
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いにしても、様々な大学で公共哲学の講義が行われるようになり、学問の実践
的意義を甦らせるという点でも公共哲学の問題提起は一定のインパクトを与え
たと言えるだろう。また、前掲「対話型講義による新しい哲学と教育」で強調
したように、対話型講義という形で教育改革としても大きな影響を与えつつある。
　ただし、他方で既存の専門的学界はこれとはさほどの関係なく進み続けてお
り、公共哲学の成果を無視したり黙殺したりする場合もあるし、研究者が公共
哲学のインパクトを一時的には受けてもやがて既存の研究方式に回帰すること
もないわけではない。だから、公共哲学プロジェクトの黄金時代が終わって活
気が失われるようなことが起これば、公共哲学研究自体が退潮してしまう危険
性もないではない。
　また、公共哲学研究は、NPO・NGO などの公共的活動を理論的に支え、そ
の前進に寄与した。そして、民主党政権の成立によって鳩山政権などが推進し
ようとした「新しい公共」にも思想的な影響を与えたし、「友愛公共フォーラム」
などにおける鈴木寛文部科学副大臣（当時）などとの交流によって、学問と政
治との連携も現れた。当時の文部科学省が進めた「熟議カケアイ」7 のプロジェ
クトなどは、熟議民主主義の理想から見ても高く評価されるべきだろう。『公
共研究』第 6 巻第 1 号（2010 年 3 月）では「友愛政治の理念と可能性――コ
ミュニティをつなぐもの」という特集を組み、筆者の「友愛政治の理念と可能
性――地球的平和・環境・福祉」や鈴木寛の「友愛と政治」、そして伴武澄「賀
川豊彦　協同組合と国際平和」などが収録されている。
　しかし、民主党政権の変容と崩壊にともなって、このような「公共世界」の
進展には大きな逆流現象が生じている。「新しい公共」というスローガンは、
全く聞かれなくなり、自民党の第 2 次政権はまさに国家主義そのものを強力
に推進している。その思想的背景は、公共哲学ではなく、まさしく「公
0
哲学」
そのものに他ならないと言えるだろう。安倍政権が改憲を目指している今、憲
法改定が実現して、国家主義的な再編が行われ、「公共
0
世界」の空間は縮減し
7 「文科省 政策創造エンジン　熟議カケアイ」http://jukugi.mext.go.jp/、2014 年 2
月 1 日最終閲覧。
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て「公世界」のみが肥大化していく危険もなしとはしない。
　このような時期に公共哲学プロジェクトが一つの節目を迎えるとすれば、学
問改革においても、さらには現実の公共世界においても、このプロジェクトの
成果は見失われてしまう危険性があると言わなければならないだろう。これは、
単に公共哲学という学問的プロジェクトにとって望ましくないというだけでは
なく、政治経済をはじめ公共世界そのもの、そして人びとの生にとって深刻な
損失となりうる。ある意味では、公共哲学プロジェクトは逆風を迎えていると
も言えるかもしれない。私たちは、このような危機をどのように回避し、公共
哲学プロジェクトをさらに前進させ公共世界を発展させることができるだろう
か？　
　公共研究のフロンティア
　振り返ってみれば、前述したように公共哲学プロジェクトが発足した時は新
国家主義が隆盛に向かっていた時であり、このプロジェクトは政権交代やその
際の理念を準備したとも言えるだろう。いま、再び新国家主義が強力になり政
権の「公哲学」となっているということは、これに対して別の道を指し示す公
共哲学プロジェクトが改めて重要になってきていると言えるかもしれない。
　そして、かつてと同じように、次の政治経済の局面に向けて、公共哲学プロ
ジェクトは新しい思想や理念を用意すべきであろう。もちろん、これまでの公
共哲学プロジェクトや公共研究プロジェクトもその際に重要な役割を果たすこ
とができるだろうが、民主党政権時よりもさらに進んだ思想や理念、そして政
策を提示することが、より望ましいと思われるのである。
　そのために考えられる「公共研究のフロンティア」を列挙しておこう。第 1 に、
公共哲学に関しては、上述の原論的な考察について、京都公共哲学プロジェク
トや大学間公共哲学プロジェクトは「活私開公」をはじめとするスローガンを
掲げて思想的方向性を示してきたが、学問的に精緻な展開や体系的な展開につ
いてはまだ多くの可能性が残されている。そこで、より精緻な学問的ないし体
系的な公共哲学を展開していくことが考えられるだろう。
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　また、この場合は、論者の考え方によって複数の公共哲学が展開しうるだろ
う。たとえば、筆者は『友愛革命は可能か――公共哲学から考える』（平凡社新書、
2010 年）などで友愛という概念を基軸にして「友愛公共哲学」を提起したが、
ほかの理念や考え方を軸にして展開を図ることも十分に可能である。このよう
な公共哲学は、原論的な公共哲学においては多くの共通性を持ちながら、それ
ぞれの個性や特色がありうるだろうし、それらの相互の間ではある程度の、考
え方の相違もありうるだろう。これらの間で切磋琢磨がなされることによって、
公共哲学プロジェクトの発展が可能になると思われるのである。
　第 2 に、各論について、主題別公共哲学や分野別公共学はいずれも注目す
べき問題提起をしているが、さらに発展させて各分野の学問の発展に寄与すべ
きであろう。既存の分野別の専門的学問と公共哲学プロジェクトとは、上述の
ような関係にあるが、本来は必ずしも緊張関係にあるべきものではない。公共
哲学や公共研究は、学問全体に大きな問題提起を行っているが、それだけで完
結するものではないし、学問全体を包括するものではなく、これら以外にも重
要な学問的主題や領域が存在することは疑いない。
　山脇直司は「プレ専門化→専門化→ポスト専門化」という学問史的展望を示
しているが、今日の高度に発達した学問においては、公共学の研究者はそれぞ
れ専門的知見を持ち、その上でポスト専門化の公共学的洞察を持つことが求め
られる。だから、公共学研究者は、公共哲学ないし公共学の知的サークルに属
するとともに、専門的諸学界にも属して、双方の発展に寄与することが望まし
い。つまり、その意味で「専門的学問」かつ「公共学」という複層的な学問の
アイデンティティーを持つことが重要なのである。
　従って、公共哲学や公共研究が、既存の諸学界とは離れて独自の小さな学問
的サークルの中で自閉的に展開することは決して好ましくはない。むしろ公共
哲学や公共研究の視点や成果を様々な学問分野に反映させて、それぞれの専門
的分野における発展に積極的に寄与し、各分野の質的向上につながることが望
ましい。これによって、学問全体
0 0
の質的向上が可能になり、「学問改革」とい
う目的が達成できるだろう。
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　だから、専門的学界においても刮目されるような公共学の各論的研究が進展
していくことが望まれる。もちろん、専門的学問が公共学の成果を参照しつつ
展開していくのも、素晴らしいことである。これらにより、実証的研究や政策
研究のさらなる進展も可能になると思われるのである。
　ただ、このような複層的なコミットメントや研究は、時に個々の研究者に通
常の専門的研究者以上の精神的・肉体的な負担を課すことになる。これは知的
なイノベーションの試みであるが故の問題であり、個々の研究者にはその光栄
ある困難さを乗り越えていく勇気や知恵の美徳が望まれるが、同時にそれを可
能にするような制度的な工夫や人間的配慮も必要であろう。
　第 3 に、具体的分析に関しては、千葉大学の公共研究プロジェクトでは、倉
阪論文で説明されているような「市場、政府、コミュニティ」という分析枠組
みを提起した。これを、さらに様々な対象について展開することが今後の課題
であろう。また、『公共研究』第 5 巻第 2 号では「公共研究の学問的方法――
その成果と展望」という特集が組まれ、筆者自身は「近代的学問方法論を超
えて――多次元・多位相・多水準の友愛公共学へ」を執筆して、「市場、政府、
コミュニティ」という枠組みをさらに展開する分析枠組みを提起した。この理
論的展開も、筆者にとっては今後の大きな課題である。
　公共哲学のフロンティア
　次に、公共哲学プロジェクトに焦点を絞って、さらに詳しく展望や課題を述
べてみよう。
　第 4 に、第 1 点に関連して、原論的な考察についても、さらに議論の余地
がある。たとえば、京都公共哲学プロジェクトでは、戦前の日本における「活
私開公」というスローガンに対して、金泰昌は「活私開公」という考え方を対
置した。京都公共哲学プロジェクトでは公私の関係について学際的な研究者間
で幅広く議論してこの考え方を討議し、学問的公共哲学プロジェクトでも相当
広く共有されている。しかし、山脇直司は、『グローカル公共哲学』などの最
近の著作において、基本的には「活私（個）開公」を主張しつつも、公務員な
21
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どの職業や信仰においては「滅私開公」というライフスタイルにも肯定的に言
及している。また、筆者は、「公共哲学宣言」で、「私」という用語は日本語で
はエゴイスティック（利己主義）な含みを帯びることがあるので、「活私開公」
は、「活個開公」ないし「活己開公」と言い換えることもできる、とした。
　このように、公私関係や、活私開公という基本的テーゼに関しても、まだ議
論を発展させる余地があり、学問的に精緻化させることができると思われる。
筆者自身は、ヘーゲルの『精神現象学』のような哲学的議論を、ここから発展
させる可能性を考えている。
　第 5 に、この第 1・4 の点と関連するが、公共哲学の発展の一つの可能性と
して、哲学そのものとしての展開を図った上で公共哲学としての前進を図るこ
とが考えられる。リベラリズムの公共哲学においては、ロールズの「政治的リ
ベラリズム」における重合的合意の考え方に典型的に見られるように、包括的
哲学は脇に置いて「公共哲学」を考える。これに対して、コミュニタリアニズ
ムにおいては、このような考え方に反対し、チャールズ・テイラーの思想を考
えてみればわかるように、哲学そのものの展開を図ることが重要である。だか
ら、コミュニタリアニズム的公共哲学においては、まさに「哲学」そのものの
展開を図り、それに立脚した「公共哲学」を進展させることが考えられる。
　たとえば、筆者は、『コミュニタリアニズムの世界』第 1 章「マイケル・サ
ンデルとリベラル－コミュニタリアン論争」などで、リベラリズムやコミュニ
タリアニズムなどの諸思想を考える上で全体論と原子論という視点を重視して
整理している。これを基礎にして、筆者は自分なりの「哲学」やこれから述べ
る自己論を展開することを構想している。
　第 6 に、哲学そのものの展開には存在論・認識論などが含まれるが、公共
哲学との関連がもっとも深いのは、自己論ないし自他論だろう。コミュニタリ
アニズム的な公共哲学においては、サンデルの「負荷なき自己」批判が重要で
あり、このような自己論は公共哲学プロジェクトで重視されている自他論と密
接に関連している。
　そして、この問題は倫理学や心理学とも深く関連しており、人文社会科学の
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基礎をなす。『公共研究』でも第 2 巻第 4 号で「公共哲学と公共倫理」という
特集を組み、黒住真（東京大学教授）の「公共形成の倫理学――東アジア思想
を視野に」や今田高俊（東京工業大学教授）の「共生配慮型の公を開く」を収
録しているように、すでに「公共倫理学」の試みがある。
　また、京都公共哲学プロジェクトでは、将来世代国際財団の支援のもとに行
われているために、将来世代や世代間関係の観点が重視され、エリック・エ
リクソンの「ジェネラティビティ（世代継承生成性）」も議論された。これは、
今田高俊らによって展開されており、筆者も『コミュニタリアニズムのフロン
ティア』第 4 章「性差と家族・子ども――『正義とケア』論争から生成的コミュ
ニタリアニズム」や「ケアと正義の公共哲学」（広井良典編著『ケアとは何だ
ろうか』ミネルヴァ書房、2013 年、第 2 章）などで、ケアの倫理を踏まえた「生
成的コミュニタリアニズム」という考え方を提起した。
　ただ、自己論をめぐる哲学的考察などは、京都公共哲学プロジェクトでは積
極的に議論されて追求され報告書シリーズ（1998-2001 年）においてまとめら
れているが、本格的な学問的議論として必ずしも十分に公刊されてはいないし、
その後の展開も必ずしも進んではいない。
　このような自己論・自他論の展開は、さらに人生そのものの考察へとつながっ
ていく。ここから、実存哲学ないし人生哲学の新しい展開が期待できるだろう。
そこで、このような自己論ないし自他論をもとに、実存哲学ないし人生哲学を
発展させることも、今後の課題であろう。
　第 7 に、公共哲学と政治哲学や経済哲学などとの関係も、さらに明確にされ、
本格的に展開すべきだろう。公共哲学の中では政治経済が大きな比重を持って
論じられてきたし、経済との関係もしばしば議論されてきた。このような議論
の中から、山脇直司『経済の倫理学』（丸善、2002 年）や塩野谷祐一『経済と
倫理――福祉国家の哲学』（公共哲学叢書 1、東京大学出版会、2002 年）など
の著作も生まれてきた。
　ただ、ハーバード白熱教室以来、それまで日本ではほとんど知られていなかっ
た政治哲学についても人びとが関心を持ち始めてきたが、これと公共哲学との
23
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関係はまだ十分には議論されていない。サンデルの議論を考えてみればわかる
ように、政治哲学は公共哲学と密接な関係を持っているが、これらは同じ概念
ではない。
　同じように、公共哲学との関連で社会哲学なども考えられるので、今後は、
公共哲学と政治哲学・経済哲学・社会哲学などとの関係も明確にし、さらに公
共哲学という視点から新しい政治経済社会哲学が展開されるべきだろう。その
際には、「社会科学の哲学」との関係にも配慮して、哲学的・方法論的にも明
確な展開がなされるべきだろう8。筆者は、さらに経済哲学との関連において
ビジネス哲学の展開も企図している。
　そして、上述の諸分野における公共学は、このような公共哲学の多分野にお
ける統合的展開に立脚するのが望ましいだろう。
　統合的公共哲学の可能性
　京都公共哲学プロジェクトでは、その開始の頃に、活字として公刊されてい
る以外にも、幾つかの重要な論点が議論されたが、その中には公刊されていな
いものも多いし、その後にさほど議論が進展していないものが少なくはない。
そこで、これらを改めて取り上げて進展させることも、今後の公共哲学プロジェ
クトの課題となりうるだろう。
　たとえば、第 8 に、自然科学的研究との架橋という課題が考えられる。公
共哲学は学際的な性格を持っているが、これまでのところ、日本の公共哲学プ
ロジェクトは主として人文社会科学における学際的研究に力点がある。
　そもそも京都公共哲学プロジェクトは、京都フォーラムと密接に関連してお
り、京都フォーラムは発足時に原子核物理学者の清水榮（京都大学名誉教授）
が座長であったこともあって、自然科学者も関わっていた。そこで、京都公共
哲学プロジェクトの初期には、自然科学者も交えて公共性について議論が行わ
8 これについて、筆者は「社会諸科学の哲学・政治哲学・公共哲学（上・下）――
『政治的恩顧主義論』の方法論的背景とその展開」（『ＵＰ』2001 年、9 月号（347 号、
12-17 頁）、10 月号（348 号、24-30 頁）でふれたことがある。
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れた。中には、自然科学と人文社会科学の観点の違いが、激論になったことも
ある。
　人文社会科学においては、自然科学的な方法論とは別のアプローチが必要で
あるという議論には解釈学などの長い歴史があり、「社会科学の哲学」におい
ては「精神科学」という用語が時に用いられる。京都公共哲学プロジェクトに
おいては、宮本久雄・金泰昌編の『シリーズ物語り論』全 3 巻（東京大学出版会、
2007 年）は「物語り論」を通じてこのような方向を追求している。これは、マッ
キンタイアの「物語的自己」の観念を想起すればわかるように、コミュニタリ
アニズムとも密接な関係のある考え方である。
　また、素朴な自然科学信仰を再考しようという問題意識は、公共哲学シリー
ズでは佐々木毅・金泰昌編『公共哲学 8　科学技術と公共性』（東京大学出版会、
2002 年）として結実している。
　このような方向からは、科学技術に関しても人々による熟議が必要であると
いう熟議民主主義的な試みが展開している。前述のように、公共哲学センター
でもこのような方向を推進しており、『公共研究』第 5 巻 1 号（2008 年 6 月）
では「市民の政治学を検討する」という特集を組み、熟議民主主義（討議民主
主義）を紹介した篠原一（東京大学名誉教授）による「『市民の政治学』をつくる」
や水島治郎の「『生の政治学』をつくる」を収録し、筆者と一ノ瀬佳也（COE フェ
ロー・当時）の「平和のための熟議投票の試み」を収録している9。
　ただ、このようなアプローチは自然科学に人文社会科学の観点を導入するこ
とになり科学技術の公共性を実現するためには重要だが、自然科学と社会科学
との連携や統合という方向には必ずしも進展しない。そこで、自然科学と社会
科学の研究を本格的に連携し統合していくことが、今後の課題として考えられ
る。COE プロジェクトの後、公共研究プロジェクトでも時に「文理統合」と
9 科学技術に関しては、たとえば『公共研究』第 9 巻第 1 号（2013 年 3 月）に、橋
本裕子（人社研博士課程）の「エネルギー・環境問題を語り合うサイエンスカフェ
――「第一回きぼーる千葉かがく会議『語ろう！描こう！未来の千葉　白熱編』」の
開催について」という報告が掲載されている。
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いう概念は時に用いられてきた。これは、極めて困難で遠大な夢であるが、公
共哲学ないし公共研究の学際性を考えればやはり挑戦すべき大課題であろう。
　第 9 に、西洋思想と東洋思想との架橋や文明間対話という課題が考えられる。
これも京都公共哲学プロジェクトで当初は非常に重視された課題である。そも
そも、京都という場所の特性もあり、京都公共哲学プロジェクトの母体となっ
た京都フォーラムはむしろ東洋思想を中心にしており、たとえば禅や儒教（特
に陽明学）の思想も影響を及ぼしていた。
　筆者が金泰昌らに依頼されて組織したケンブリッジにおける将来世代に関す
る国際会議は、まさにイギリスと日本の間の東西対話を主軸にしており、そ
の成果は英語書籍 Tae-Chang Kim and Ross Harrison, ed., Self and Future 
Generations: an international conversation （The White Horse Press,1999）
として刊行された。ここには筆者も 2 つの論文を寄稿しており、これは、西洋
近代の原子論的自己と、東洋的思想に見られる全体論的自己というように、「原
子論／全体論」という対立を自己論として展開したものである。
　京都公共哲学プロジェクトでは激論の末に、むしろ言語を通じた議論により
公共知の形成を目指すという点で西洋的な公共哲学を主軸にし、さらに東洋思
想との比較検討をも行うことによって独自の発展を追求した。その過程では、
イスラームなども含めた世界の文明圏の公共概念を比較したし、横井小楠をは
じめとする日本思想における公共哲学の展開も追求した。『公共する人間』（全
5 巻、東京大学出版会、2010-2011 年）が、伊藤仁斎・石田梅岩・横井小楠・
田中正造・新井奥𨗉を扱っているのは、この現れである。また、筆者があまり
関わらなくなった後期には、金泰昌を軸にして中国・朝鮮半島などの思想との
対話を軸にし、その成果は『公共哲学を語り合う――中国との対話・協働・開
新』（東京大学出版会、2010 年）などにまとめられている。
　このような影響もあり、大学間公共哲学プロジェクトでも日本思想ないし東
洋思想にも配慮して公共哲学の展開を考えていた。たとえば、日本倫理思想史
の研究者である黒住真は、アジア思想における公共哲学や公共倫理について重
要な議論を提起したし、西洋哲学の専門家である山脇直司の著作でも、日本思
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想などにも思想的源流としてしばしば言及されている。
　ただ、西洋思想と東洋思想との架橋は極めて遠大な課題であり、公共哲学プ
ロジェクトが構想した地球的公共哲学ないしグローカル公共哲学という遠大な
理想からすれば、ここにはまだまだ開拓すべき領域が大きい。筆者が前掲「日
米の公共哲学と民主政」で説明した日米公共哲学の対話も、そのような試みの
1 つであろう。このような文化・文明を超えた対話を積み重ねて、真の地球的公
共哲学を生成していくことがなお巨大な課題として屹立しているように思われる。
　また、これと関連して文明論もさらに発展することが望まれる。京都公共哲
学プロジェクトでは、これについての研究会や議論もしばしば行われており、
その公刊も考えられていたように思われる。しかし、書籍としてまとまっては
いない。これはいわば「歴史公共哲学」ないし「文明公共哲学」の課題と言え
るだろう。
　千葉大学公共哲学プロジェクトでは、環境公共哲学との関連において『公共
研究』第 4 巻第 4 号（2008 年 3 月）で「場所論・認識論・文明論」の特集が
組まれ、伊東俊太郎の「認識論の変革と場所論」や筆者の「比較文明論と歴史
公共哲学――地球的文明へのビジョン」が収録されている。ここで筆者は「歴
史公共哲学」について問題提起を行った。また、小松優香らの努力によって日
本とイスラーム（サウジアラビア）間の学生における文明間対話（「日本・イ
スラーム文明間対話シンポジウム――多様性の中の統一」、2011 年 2 月 20 日）
についても協力した。
　さらに、文明間対話と密接な関係にある宗教間対話についても、星川啓慈・
山脇直司らの『現代世界と宗教の課題――宗教間対話と公共哲学』（蒼天社出
版、2005 年）や筆者が関わった『地球的平和の公共哲学』などをはじめ、様々
な宗教間シンポジウムなどでも積極的に議論を喚起している。こういった文明
間対話・宗教間対話や文明間公共哲学をさらに発展させることも、今後の大き
な課題である。
　第 10 に、公共哲学の基礎的理念ないし目指すべき目的として、友愛や正義
善や美といった理念を明確に定礎して発展させることが考えられる。前述した
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ように、筆者自身は「友愛公共哲学」という考え方を提起したし、政治哲学に
おいては、ハーバード白熱教室のテーマである「正義」の理念を中心的に考察
している。また、都市デザインなどとの関係で「美」との関係について議論を
提起したこともある。
　さらに、コミュニタリアニズムにおける「共通善」を考えればわかるように、
「善」は公共哲学と極めて深い関係にある。そして、この反対概念としての「悪」
や「共通悪」との関係も時に議論されてきたし、「公害」との関連において「公
共害」という考え方も提起されている。
　このような価値に関する概念と「公共」との関係についても、さらに本格的
な議論が発展しうるだろう。「公共」という考え方は基本的にはポジティブな
ニュアンスが強く、肯定的な意味で使われることが多いが、「公共害＝公害」
を考えてみればわかるように、必ずしもそれだけではない。また、「公」や「公
共」の侵害から守られるべき「私 = プライベート」の領域の重要性も軽視さ
れるべきではない。公共哲学が哲学そのものとの関係を明確にするにつれ、こ
れらの点についてもさらに積極的な展開が期待されよう。
　第 11 に、これと関連して、筆者は最近は「幸福」の概念も重視して「幸福
公共哲学」を展開することを構想している。「友愛公共哲学」と合わせて言え
ば、「友愛幸福公共哲学」となろう。このような考察は、もちろん前述の自己論・
自他論や実存哲学・人生哲学の展開にとっても決定的に重要であろう。
　そもそも、京都公共哲学プロジェクトでは、それを支援していた将来世代国
際財団において、フェリシモの会長の矢崎勝彦が理事長であることもあって、
フェリシモ（「最大級で最上級のしあわせ」の意の新語）という社名と深く関
連する「幸福」という観念にも大きな関心を持っていた。そこで、「幸福」に
ついても議論を行い、「幸福公共哲学」に関するシリーズを刊行することも構
想していたように思われる。
　筆者自身もこれに関心を持っていたが、京都公共哲学プロジェクトでは活字
の形ではあまり成果は公表されていない。ところが、近年、世界的に幸福学な
いし幸福研究が勃興して NHK でも幸福学白熱教室を放映した。筆者は、そこ
28
公共哲学プロジェクトの軌跡とそのフロンティア
にも出演している前野隆司（慶応義塾大学システムデザイン・マネジメント研
究科委員長／教授）と出会って、前野のシステムデザイン・マネジメントの考
え方と公共哲学との間における「白熱対談」を 2013 年からシリーズとして連
続的にこれまで 5 回行った。また、筆者が近年関心を持って追求をはじめた
ポジティブ・サイコロジーも、人間の幸福ないし安寧（well-being）の実現を
目指すという点で「幸福の心理学」とも言えるものである。
　既存の幸福学やポジティブ・サイコロジーはどちらかというと個人の幸福や
心理を中心に研究してきたと思われるので、公共哲学の考え方と架橋を行うこ
とにより、公共的な幸福についての研究を進展させることができるだろう。そ
こで筆者は、これらの研究との関連において、コミュニタリアニズム的公共哲
学の考え方を説明して「幸福公共
0 0
哲学」や「幸福平和」の概念を提起しつつある。
　前野は、ロボット工学者であって自然科学的な考え方に依拠しており、そこ
から展開した人間論において仏教的な「絶対無」の考え方を主張していること
もあって、この対談は自ずと「自然科学と人文社会科学との対話」でもあり、「西
洋的思想と東洋的思想」との対話という性格も含んでいる。
　さらに、山脇直司も星槎大学共生科学部教授となるとともに統合学術国際研
究所の所長となって「統合学」の展開を主導し始めた。振り返ってみれば、公
共哲学としての政治経済社会哲学や、自然科学と人文社会科学との架橋、西洋
思想と東洋思想との架橋という上述の課題は、いずれもこのような大きな「統
合」の方向を向いているとも考えられる。
　このような新しい流れから、いわば「統合的公共哲学」ないし「統合化
4
公共
哲学」が生成する可能性を筆者は感じ、今後の課題として追求していこうと考
えている。日本公共哲学プロジェクトとしては 1 つの節目を迎えたように思
われる今、いずれ再び新しい飛躍や発展が生じて次の黄金時代が到来するかど
うかは定かではない。しかし、公共哲学・公共研究、そして哲学そのものの歩
みには終わるところがなく、次の局面に向かっての胎動が感じられ、新たな生
成発展へと向かっていると思われるのである。
（こばやし・まさや）
